
メ
ニュー
①

メ
ニュー
②

事業内容 事業費
備考

（円）

（工種、
施設区
分、構
造、規
格、能力
等）

交付金 都道府県
費

市町村費 その他

ﾀﾝﾊﾟｸ
値7.8%

-
ﾀﾝﾊﾟｸ
値7.7%

ﾀﾝﾊﾟｸ
値8.4%

ﾀﾝﾊﾟｸ
値7.0%

ｱﾐﾛｰｽ
値
19.0%

-
ｱﾐﾛｰｽ
値
19.2%

ｱﾐﾛｰｽ
値
19.5

ｱﾐﾛｰｽ
値
18.9%

大野
町

いび川
農業協
同組合

土地利
用型作
物
（稲）

食味値
(10ﾎﾟｲﾝ
ﾄ増)

75 － 77 88.9 85 139.0%
13.9ﾎﾟｲﾝ
ﾄ増

土地利
用型作
物
（稲）

10a当た
り物財
費(9%
減)

97,276 － 93,616 84,038 88,520 151.0%

13,238円
減
(13.6%
減)

産地管理
施設（玄
米色彩選
別装置）

処理能力
3t/時間

38,817,450 18,484,000 9,242,000 11,091,450
H22
3/23

出荷ロット毎にサンプルを抽出し品質分析・
食味値測定を実施し、米の品質向上を産地と
して図ることができている。
また、担い手農家の作付面積の集約・低コス
ト化をすすめ、地区全体の物財費の削減を図
ることができた。

米の品質向上を図る上で、品質分析だけ
でなく、生産技術講習会の開催、特別栽
培米の推進など産地として米の品質向上
に取り組んでいる。

池田
町

（農）
池田第
一茶生
産組合

畑作
物・地
域特産
物
(茶)

単収を
10%以上
増加さ
せる

1,031k
g

－ 720kg 642kg
1,138k
g

-363.6%
単収が
37%減少

農産物処
理加工施
設（荒茶
加工機一
式
処理能力
93t）

49,665,000 23,650,000 26,015,000
H22
3/16

施設整備により品質のバラツキが改善され、
均一で高品質な荒茶を効率的に生産できてお
り、荒茶の評価が上がり販売価格も上がって
いる。
（H21:1,385円/kg→H22:1,515円/kg→
H23:1,566円/kg）
　収量は、１番茶が低温により低下した。２
番茶は、乗用型摘採機の活用に向けて、茶園
整備（台下げ）を行ったことにより、前年に
比べて減少した。
  利用量も、収量の低下にともない加工施設
への持込み量が少ないことから低くなった。
 今後、目標達成に向け、組合、町、県関係
者で検討会を実施し（H25年2月予定）、単収
と施設利用率向上について検討し、1番、2
番、秋冬茶の収量を確保する。

  台下げ後の樹の回復にあわせ２番茶以
降の取組を増やすことにより単収増加を
図る。
　肥培管理の徹底と適期防除の励行によ
り病害虫被害を軽減し、単収向上と高品
質（高価格）な生葉生産を進める。
　高齢化により、適切な管理が困難と
なった茶園を中心に作業の集約化を図
り、適期収穫、作業の効率化、低コスト
化を進め、収量の確保と施設利用に供す
る。
　また、茶生産と施設利用の採算をとる
ため、単価の向上を目指し、美濃茶の消
費宣伝ＰＲとして、「おいしいお茶の淹
れ方講座」を開催するなど、消費者の茶
葉購入量を増大する。

-287.5%
H22
 3/19

　米の内部品質（タンパク質、アミロース）
の低下については、農協職員・普及指導員が
中心となり、各地で青空教室（６カ所３回）
を通して、生育状況に合わせた適切な栽培管
理指導を行っているところであるが、平成22
年産水稲については、記録的な猛暑の影響に
より、登熟期の高温による登熟不足となり目
標達成できなかった。平成23年産水稲につい
ては、穂肥時期まで順調な生育であったもの
の、その後に９月上旬の台風による強風やも
み枯れ細菌等の影響による捻実不良や、出穂
期の高温などにより、米の登熟不足（デンプ
ン蓄積が不十分のため、タンパク質等の割合
が高くなった）となり目標達成できなかっ
た。
　平成23年産の結果を受け、平成24年産は登
熟期の高温対策として、出穂前後３週間の湛
水管理の徹底や、適切な追肥管理等の技術指
導を実施している。
　今後は、目標達成に向けて、米の内部品質
向上への取り組みについては、引き続き青空
教室により生産者に対し食味向上のための追
肥管理、出穂期前後３週間の湛水管理などの
技術指導や、施肥改善試験を実施し、肥料体
系の見直しを行いタンパク質及びアミロース
の低下を目指す。
　労働時間については担い手への農地集積が
進み、地区全体の労働時間削減を図ることが
できたが、目標達成できておらず、今後さら
に育苗等の労働時間削減になる直播栽培の面
積拡大や担い手への農地集積を進めていく。

　食味向上を図る上でタンパク値を下げ
ることが重要であることから、引き続き
収量性を確保しながら米の内部品質の向
上を図るため、施肥改善試験を実施する
とともに、適正な施肥量となるよう、青
空教室による技術指導を継続していく。
　また今後とも、温暖化の影響による対
策として、出穂期前後３週間の湛水管理
の普及や、移植時期の後進による登熟期
間の高温を避けるモデルほ場設置など技
術的支援を図る。
労働時間削減については、担い手への農
地集積を加速度的に進めるため、農用地
利用円滑化団体である事業主体（ＪＡ）
に対し、戸別所得補償制度の規模拡大加
算を活用し、担い手農家への利用集積に
よる労働時間削減を進めるよう指導す
る。

産地管理
施設（玄
米色彩選
別装置）

処理能力
3t/時間

40,890,150 19,471,000 21,419,150
23.8
時間
/10a

22.9
時間
/10a

20.0
時間
/10a

60.3%
労働時間
1.1%低減

１年後
（平成
21年）

大垣
市

西美濃
農業協
同組合
大垣市
南部地
区

土地利
用型作
物
（稲）
（新規
需要米
を除
く）

【土地
利用型
作物
(稲）】
事業実
施地区
におい
て米の
内部品
質（ﾀﾝ
ﾊﾟｸ値
(%)、ｱﾐ
ﾛｰｽ値
(%)）の
低下

ﾀﾝﾊﾟｸ値
が0.6%増
加した。

ｱﾐﾛｰｽ値
が0.5%増
加した。

土地利
用型作
物
（稲）
（新規
需要米
を除
く）

【土地
利用型
作物
（稲）
】10a当
たり労
働時間
を10%以
上削減

27.3
時間
/10a

事業実施後の状況②

成果目標
の具体的
な実績②

１年後
（平成
21年）

目標値
（平成
23年）

達成率

（対象
作物・
畜種等
名）②

計画時
（平成
21年）

成果目
標の具
体的な
内容②

２年後
（平成
22年）

成果目標
の具体的
な実績①

完了年月日

目標値
（平成
23年）

（対象
作物・
畜種等
名）①

都道府県の評価

達成率

特別枠加
算の取組
の具体的
な実績

２年後
（平成
22年）

３年後
（平成
23年）

計画時
（平成
21年）

３年後
（平成
23年）

事業実施主体の評価
負担区分（円）

市町
村名

事業実
施主体
名

成果目
標の具
体的な
内容①

事業実施後の状況①



関市

めぐみ
の農業
協同組
合

土地利
用型作
物
（稲）
（麦）

再編後
の穀類
乾燥調
製貯蔵
施設の
利用率
を80%以
上にす
る

62 61.2 73.7 83.4 100 56.3%

施設の利
用率が
21.4%増
加した。

土地利
用型作
物
（麦）

反収の
増加

313kg
306.9k
g

245.1k
g

216.6k
g

360kg -205.0%
麦の反収
が12,4%
減少した

穀類乾燥
調製施設
乾燥調製
ラインの
改修
(籾摺り機
一式
処理能力
3t/時間)

33,999,000 16,190,000 6,476,000 11,333,000
H22
3/12

　施設の利用率については、米が計画通りの
処理実績であるのに対し、麦については、平
成22年産は３月の凍霜害や成熟期における多
雨条件などにより、収量減少の年となった。
平成23年産麦においても、３月の凍霜害や４
月下旬の低温傾向による成熟期遅れ、さらに
早い梅雨入りと台風及び雨間収穫が影響し、
収量減少となり、施設の利用率、麦の収量と
もに目標達成できなかった。
　今後は、目標達成に向けた取り組みとし
て、麦作生産安定に向け春先の凍霜害回避の
ため播種時期の見直しを行う。また引き続
き、適期播種の徹底及び麦の安定生産に不可
欠な排水対策の徹底などの基本技術の励行
を、生産者を対象にした栽培講習会及び、農
協・普及指導員による現地巡回指導により行
うとともに、麦作ほ場の集団化への誘導によ
る隣接する水田からの漏水等の湿害回避など
を進めていく。

　岐阜県内の麦作においては、平成22、
23年産において２年連続凍霜害が発生し
低収量となっている。凍霜害は暖冬によ
る生育促進後の春先の低温などにより発
生するので、今後は凍霜害を回避するた
め、適期播種の徹底をさらに強化する。
また、麦の安定生産に不可欠な排水対策
等基本技術の励行を、農協と連携し、普
及指導員による現地巡回により指導を継
続支援するとともに、平成24年産からは
より収量性向上が見込まれる新品種の現
地調査を実施するなど、収量向上に向け
た技術面からの支援を行う。
　また、排水性を確保する上でも麦の団
地化が必要となるため、関係機関と連携
し、法人・担い手を中心に農地集積を推
進することにより、麦の団地化を誘導す
る。

郡上
市

めぐみ
の農業
協同組
合

土地利
用型作
物
（稲）
（麦）

再編後
の穀類
乾燥調
製貯蔵
施設の
利用率
を80%以
上にす
る

76 － 76 81 100 20.8%

施設の利
用率が5%
増加し
た。

土地利
用型作
物
（麦）

反収を
3%以上
増加す
る

303kg － 233kg 172kg 380kg -170.1%
麦の反収
が43.2%%
減少した

穀類乾燥
調製施設
乾燥調製
ラインの
改修
(一式
処理能力
米420t
麦152t)

155,400,000 74,000,000 7,400,000 74,000,000
H22
3/11

　施設の利用率については、米が計画通りの
処理実績であるのに対し、麦については、平
成22年産は３月の凍霜害や成熟期における多
雨条件などにより、収量減少の年となった。
平成23年産麦においても、３月の凍霜害や４
月下旬の低温傾向による成熟期遅れ、さらに
早い梅雨入りと台風及び雨間収穫が影響し、
収量減少となり、施設の利用率、麦の収量と
もに目標達成できなかった。
　今後は、目標達成に向けた取り組みとし
て、麦作生産安定に向け春先の凍霜害回避の
ため播種時期の見直しを行う。また引き続
き、適期播種の徹底及び麦の安定生産に不可
欠な排水対策の徹底などの基本技術の励行
を、生産者を対象にした栽培講習会及び、農
協・普及指導員による現地巡回指導により行
うとともに、農地の提供者に協力金を交付す
る国制度（農地集積協力金）の活用などによ
り、集落営農組織や担い手農家への農地集積
を促進し、集団栽培による作付拡大を誘導す
る。

　岐阜県内の麦作においては、平成22、
23年産において２年連続の凍霜害が発生
し低収量となっている。
凍霜害は暖冬による生育促進後の春先の
低温などにより発生するので、今後は凍
霜害を回避するため、適期播種の徹底を
さらに強化する。また、麦の安定生産に
不可欠な排水対策等基本技術の励行を、
農協と連携し、普及指導員による現地巡
回により指導を継続支援するとともに、
平成25年産からは新たに全量基肥施用体
系の施肥改善試験を実施し、収量・品質
の向上を目指す。
　また、農地の提供者に協力金を交付す
る国制度（農地集積協力金）の活用など
により、集落営農組織や担い手農家への
農地集積を促進し、集団栽培による作付
拡大を誘導する。

岐阜
市

(株)三
輪南農
産

稲わら
（肉用
牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料収
穫・収
集面積
の増加

0ha 20ha 22ha 20ha 20ha 100.0%
収穫面積
が20haに
増加

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
受託農
家戸数
の増加

20戸 57戸 68戸 84戸 60戸 160.0%

受益戸数
が20戸か
ら84戸に
増加

稲わら収
穫機
（ﾛｰﾙﾍﾞｰ
ﾗｰ、ｼﾞｬｲﾛ
ﾚｰｷ、ﾍﾞｰﾙ
ｸﾞﾘｯﾊﾟ、
ﾛｰﾀﾞ各1
台）

5,190,150 1,408,000 0 238,000 3,544,150 H21.10.20

飼料米稲わらだけでなく、ハツシモ等稲わら
の収穫により約800個のロールができ、十分
な成果が上げられた。しかし、長雨の影響に
より回収不能のケースや、水分が多いことに
よる低価格で当初計画ほど利益を上げられな
かった。総合的には耕畜連携が双方の利益に
なり、事業成果を上げられた。

機械の利用は順調に推移し、効果も十分
にあがっており、今後も引き続き利用を
推進し、飼料自給率向上を図る。

養老
町

三郷集
落営農
組合

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料収
穫・収
集面積
の増加

0ha 3.5ha 6.5ha 8ha 5ha 160.0%

飼料収集・
収穫面積が
0haから８
haに増加し
た。

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
受託農
家戸数
の増加

0戸 16戸 27戸 28戸 7戸 400.0%

受託農家
戸数が0
戸から28
戸に増加
した。

稲わら収
穫機
（ロール
べー
ラー、
テッダー
レーキ各1
台）

2,772,000 879,600 0 176,100 1,716,300 H21.10.26

機械導入により、収集面積、受託農家とも増
加と成果を上げた。天候に左右され作業時間
も制限されるため、効率的な作業体型を試行
錯誤し、稲わらの品質、供給の安定、経営利
益の安定を図る。

機械の利用は順調に推移し、効果も十分
にあがっており、今後も引き続き利用を
推進し、飼料自給率向上を図る。



養老
町

南部営
農組合

稲わら
（肉用
牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料収
穫・収
集面積
の増加

0ha 2.5ha 6.1ha 6.1ha 5ha 122.0%

飼料収集・
収穫面積が
0haから
6.1haに増
加した。

稲わら
（肉用
牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
受託農
家戸数
の増加

0戸 10戸 21戸 21戸 7戸 300.0%

受託農家
戸数が0
戸から21
戸に増加
した。

稲わら収
穫機
（ロール
べーラー1
台）

1,701,000 540,000 0 108,000 1,053,000 H21.11.13

今以上の面積拡大、受託農家の増加を目指
し、稲わらの安定供給及び品質の維持が出来
るよう努める。

機械の利用は順調に推移し、効果も十分
にあがっており、今後も引き続き利用を
推進し、飼料自給率向上を図る。

養老
町

寺町営
農組合

稲わら
（肉用
牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料収
穫・収
集面積
の増加

6ha 13ha 23ha 25ha 17ha 172.7%

飼料収集・
収穫面積が
6haから
25haに増加
した。

稲わら
（肉用
牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
受託農
家戸数
の増加

14戸 35戸 35戸 35戸 24戸 210.0%

受託農家
戸数が14
戸から35
戸に増加
した。

稲わら収
穫機
（ロール
べーラー1
台）

1,701,000 540,000 0 108,000 1,053,000 H21.11.13

昨年より飼料米、稲わらとも作付け面積を増
やし、畜産農家への飼料の安定供給を目指す
ことが出来た。24年度は、27ha、受託農家36
戸を目指し飼料の増産を進めたい。

機械の利用は順調に推移し、効果も十分
にあがっており、今後も引き続き利用を
推進し、飼料自給率向上を図る。

養老
町

(株)笠
郷営農
セン
ター

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料収
穫・収
集面積
の増加

0ha 10ha 17ha 20ha 20ha 100.0%

飼料収集・
収穫面積が
0haから
20haに増加
した。

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
単収の
増加

2,048k
g

1,500k
g

1,650k
g

2,382k
g

2,500k
g

73.9%

単収が
2,048kg
から
2,382kg
に増加し
たが目標
の
2,500kg
に至らな
かった。

ロール
べー
ラー、
ラッピン
グマシン
各1台

11,833,500 5,066,000 0 620,400 6,147,100 H21.10.26

機械導入で収集面積が増加したことにより、
目標である飼料収集・収穫面積20haを達成し
た。なお、24年度は43ha(見込）となってい
る。
一方、単収については、23年度は初夏から夏
場にかけて多雨・日照不足があり初期生育の
遅れが一部であったから、目標に達しなかっ
た。なお、平成24年度は目標値をクリアする
見込みである。
今後は、肥培管理の徹底に努めるほか、より
収量の高い専用品種の導入の検討などによ
り、単収の目標を達成することとする。

当該事業については、県農林事務所等関
係機関及び関係者で構成する県ハイグ
レード稲WCS生産利用検討会を設置し指導
してきた。
この結果、機械の利用は順調に推移し、
目標を達成している一方、単収ついて
は、目標に届いていない。
引き続き、本検討会を通じた指導を実施
するほか、単収増に向けた個別指導を行
うこととする。

郡上
市

郡上市
飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料生
産コス
トの低
減
TDN1kg
あたり
の生産
費

50円 38.9円 31円 35.7円 38円 119.2%
生産コスト
を35.7円に
低減した。

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料単
収の増
加

5165kg 5200kg 5750kg 3800kg 6800kg -83.5%

単収が計
画時より
も悪化し
た。

マニュア
スプレッ
タ

5,523,000 2,761,000 0 2,762,000 0 H21.9.28

生産コストの低減については、目標を達成し
た。
一方、飼料作物の単収増加目標については、
機械導入後、順調に増加したものの、23年度
は初夏から夏場にかけて多雨・日照不足であ
り収量が低下したことから目標達成が出来
なった。24年度についても、鳥獣がい被害や
一部で放牧を実施したことから、目標に達せ
ず5,200kgとなる見込みである。
今後とも、適切な堆肥の投入に努め、単収の
増加を図ることとする。

当該事業は、市営公共牧場で実施してい
るものであり、これまでも、県関係機関
における栽培管理指導を実施している。
今後とも、導入機械の適正な使用・管理
を指導するとともに、牧草収量アップに
向け、草地の施肥管理の徹底や追播な
ど、牧場管理について指導していく。

高山
市

飛騨農
業協同
組合

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料収
穫・収
集面積
の増加

13.1ha 13.1ha 15.6ha 21.1ha 21.5ha 95.2%
飼料収集面
積が増加し
た。

飼料作
物（肉
用牛）

【飼料
増産】
（飼料
増産）
飼料自
給率の
増加

38.0% 63.0% 55.6% 142.0%
自給率が
向上し
た。

飼料運搬
機
ロール
べーラー

2,625,000 831,000 0 0 1,794,000 H21.12.25

機械導入により作業性の向上と省力化を図る
ことが出来、飼料自給率が増加し目標を達成
した。
一方、飼料収穫・収集面積の増加について
は、事業導入後、順調に増加していたが、23
年度は目標にわずかに届かなかった。なお、
24年度の収穫面積は21.6haと目標を達成でき
る見込みである。
今後は、作付面積の増加を図るため地域内関
係者に農地の提供を働きかけ、引き続き低コ
スト生産及び飼料自給率の更なる向上に努め
る。

当該事業事業については、県農林事務所
等が参加する県内産稲わら緊急確保対策
会議において、地域内の稲わらの状況
や、需給者間のマッチングの情報提供を
行っている。
当該事業では、機械の利用は順調に推移
し、効果も十分にあがっていることか
ら、これら会議等の情報により、今後も
引き続き利用を推進し、肉用牛農家等の
稲わら確保のための増産を指導する。

64.0%

 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均
達成率

各地区とも導入した施設・機械の稼働計画はおおむね達成できたが、成果目標の未達成地区については、天候不良による影響が大きな要因となり目標が達成できていない。
成果目標が達成されていない事業主体に対しては、成果目標が達成されるまでの間、毎年事業実施状況報告書において改善方策を提出させ、成果目標が達成できるよう、事業主体へ指導・助言を実施する。
また、今後も各地区の施設・機械の稼働率を確保し、継続して事業効果が達成できるよう支援していく。


